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研究成果の概要（和文）：メーカーと小売店などの取引において，他社との取引を禁じる排他条件付取引契約
は，既存のライバル企業を市場から締め出す手段として用いられることがある．本研究では，飲料メーカーと飲
食店の専売契約を想定し，排他条件付取引契約がどのような市場環境で締結されるかを，理論モデルにより分析
した．さらに，理論で得られた仮説の妥当性を検証するため，経済実験を実施し，排他条件付取引契約が成立し
やすい条件を明らかにした．

研究成果の概要（英文）：In vertical relationships between manufacturers and retailers, exclusive 
contracts may serve as a means to exclude existing competitors from the market. This study 
constructs a theoretical model based on exclusive arrangements observed between beverage 
manufacturers and restaurants, and analyzes the market conditions under which such contracts are 
likely to be concluded. To test the theoretical predictions, we also conducted economic experiments 
and identified the conditions that increase the likelihood of exclusive contracts being signed. 
These findings offer important insights into the dynamics of exclusive agreements among incumbent 
firms and provide implications for competition policy.

研究分野：産業組織

キーワード： 競争政策　垂直的取引制限　排他条件付取引　経済政策　産業組織　経済実験

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでの研究により，排他条件付取引契約が競合他社を排除する目的で利用されるのは，特定の市場状況に限
られることが明らかになっている．一方で，排他条件付取引契約は多様な取引関係において観察されており，そ
の締結が反競争的な意図に基づくものであるか否かを判断するには，契約が成立する具体的な条件の解明が求め
られる．本研究は，既存企業間における専売契約の奪い合いに着目し，排他契約の成立条件を理論および実験を
通じて分析したものであり，競争政策の検討に資する知見を提供している．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 
メーカーと小売店などの取引において，他社との取引を禁じる排他条件付取引契約（図 1 参
照）は，既存のライバル企業を市場から排除する手段として用いられることがある．シカゴ学派
の Posner（1976），Bork（1978）による理論分析以降の研究により，排他契約が競合他社の排除
を目的として締結されるのは，特定の市場環境に限られることが明らかになっている（Rasmusen 
et al., 1990；Simpson and Wickelgren, 2007；Fumagalli et al., 2012；Kitamura et al., 
2017, 2018, 2023）．一方で，排他契約は現実の多様な取引関係において観察されており，それ
が反競争的意図に基づくかどうかを判断するには，契約が成立する具体的な条件を明らかにす
る必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．研究の目的 

 
本研究は，理論分析と実験分析を通じて，競合他社を排除する目的で排他条件付取引契約が締
結される市場環境を明らかにし，わが国の競争政策の制度設計・運営に貢献することを目的とす
る． 
 
３．研究の方法 
 
以下の 4点に注目して，研究を行った． 
 
(1)理論研究 1 
「耐久財市場における排他条件付取引」 
従来の研究では財の耐久性に着目してこなかったが，現実には排他契約は耐久財市場におい
てもしばしば観察される．代表例としては，CPU 市場におけるインテル事件が挙げられる．本研
究では，耐久財市場の特性に注目し，将来的に効率的な投入財企業の参入が見込まれる状況にお
いて，既存企業との間で排他契約が締結される可能性について，理論的に分析した． 

 
(2)理論研究 2 
「川下市場における参入阻止」 
従来の研究では，川上市場における参入を前提とする分析が主流であった．これは川上・川下
の市場構造を反転しても理論的結果に影響がないと考えられていたためである．本研究では，川
下参入企業が，川上独占企業の供給する投入財を用いて最終財を製造する際，既存の川下企業よ
りも高い技術効率性を持つ状況を想定し，そのような環境下で排他契約が締結される可能性を
理論的に分析した． 
 
(3)理論研究 3・実験研究 1 
「排他条件付取引契約の提示競争」 
本研究では，飲料メーカーと飲食店との専売契約に注目し，既存企業間における排他契約の提
示競争がどのような市場環境で生じるかを，理論モデルにより分析した．また，理論から導かれ
た仮説の妥当性を検証するために経済実験を行い，排他契約が締結されやすい条件を明らかに
することを目指している． 
 
(4)実験研究 2 
「シカゴ学派の理論分析の現実妥当性」 
本研究では，1970 年代のシカゴ学派による排他契約に関する理論モデルの現実妥当性を経済
実験により検証する．同学派の分析では，効率的な新規企業を排除する目的で排他契約を結ぶこ
とはできないとされており，その結論は以降の競争政策や経済学研究に大きな影響を与えてき

図 1排他条件付取引の例 



た．本研究では，その理論的前提が実験環境でも成立するかを検証することで，排他契約が反競
争的に利用される条件の理解を深めることを目的とする． 
 
４．研究成果 
 
 本研究課題の代表的な，研究成果を報告する．なお，研究の方法で触れた実験研究 2は，研究
が年度内で完成しておらず，2025 年度以降も研究に取り組み，完成を目指している． 
 
1) Which is Better for Durable Goods Producers, Exclusive or Open Supply Chain? （松
島法明氏，佐藤美里氏との共同研究．2023年1月にJournal of Economics & Management Strategy
にて掲載されている） 

 
本研究では，投入財供給企業（川上企業）と耐久財製造企業（川下企業）との間における排他
契約の成立可能性を理論的に分析した．2期間にわたって耐久財を販売する川下独占企業が，今
期には既存の川上企業から投入財を調達し，来期には限界費用の低い新規川上企業が参入する
可能性がある状況を想定した．このような状況で，川下独占企業と既存川上企業との間で，排他
条件付取引契約が今期に締結されるかを分析した．耐久財市場では，来期に効率的な川上企業が
参入することにより，将来の価格の下落が発生する．この価格下落により，川下企業の今期と来
期の 2期間の合計利潤が下落してしまうため，排他条件付取引契約を締結される余地があり，二
部料金下では常に排除が実現することが明らかになった．なお，本研究の分析は，耐久財製造企
業（川上企業）と小売店（川下企業）という設定でも適用することができる． 
 
(2) How Does Downstream Firms’ Efficiency Affect Exclusive Supply Agreements? （松島
法明氏，佐藤美里氏との共同研究．2024 年 3 月に Review of Industrial Organization にて掲
載されている） 
 
本研究では，排他条件付取引による上流市場の囲い込みを川下企業の効率性の尺度に注目し
分析をしている．分析の結果，川上企業の供給する財の変形技術において川下企業間の効率性が
異なる場合，シカゴ学派流のモデルにおいても効率的川下企業の参入阻止が可能となることを
示した．本研究の結果より，川下市場の参入阻止を考える際には，参入企業が囲い込みの対象と
なる川上企業の財について効率的であるか，外部の財について効率的であるかを区別する必要
があることが明らかになった． 
 
(3) Naked Exclusion under Exclusive-offer Competition（松島法明氏，佐藤美里氏，田村彌
氏との共同研究．2025 年 3月に Discussion Paper として公開している） 
 
本研究では，既存企業間で排他条件付取引契約をめぐる競争が行われる状況を分析している．
競合他社が高い契約金を提示してきた場合，自社が契約に失敗すると利潤がゼロになってしま
う．このため，契約に失敗しても複占の利潤を得ることができる片方のみの川上企業が契約を提
示できる状況に比べて，排他条件付取引契約の上限金額が増加し，これまで反競争的な排他条件
付取引が実現しない市場環境においても，排除均衡が存在することが明らかになった．また，排
除均衡と共に非排除均衡も同時に存在しているため，排除均衡の実現可能性を確認するために，
経済実験を実施した．複数の設定で実験を実施したところ，特定の状況において，排他条件付取
引契約の提示競争により，高い排除均衡が観察されることが明らかになった．本研究の成果は，
いわゆる「コーラ戦争」に象徴されるような，飲料メーカーと飲食店の間で行われる専売契約競
争のメカニズムを理解するうえで，理論的視点から重要な示唆を提供するものである．  
 
 
(4) Manufacturers’ Dilemma Falling into Exclusive-Offer Competition: A Laboratory 
Experiment（松島法明氏，佐藤美里氏，田村彌氏との共同研究．2025 年 3 月に Discussion Paper
として公開している） 
 
本研究は，既存の川上企業が単一の川下企業に対して排他条件付取引契約を提示し合う状況に
着目し，その競争が競合他社の排除につながる可能性を経済実験により検証したものである．理
論モデルに基づく分析では，排除と非排除のいずれも均衡として成立しうることが示されるが，
企業の交渉力や製品差別化の程度が排除の実現可能性に与える影響は明確でなかった．そこで
本研究では，経済実験を通じてこの点を検証した．その結果，企業の交渉力が強い場合や製品差
別化の程度が大きい場合において，排他的契約が締結され，競合他社が排除される頻度が高まる
傾向が確認された．また，排除の発生確率は，非排除時の各企業の利得構造よりも，排除に必要
なコストの変化によって大きく左右されることが示された．本研究の成果は，コカ・コーラとペ
プシによるいわゆる「コーラ戦争」に象徴される，飲料メーカーと飲食店との間の専売契約をめ
ぐる競争行動の理解に対して，実証的な観点から有意義な示唆を提供するものである． 
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